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「サ ー ド ・イ タ リア」 と地 域 産 業 政 策
鎌 倉 健
夏 は じめに 問題の所在
1い ま,なぜイタリ.アか
戦後久 しく,「ヨー ロ ッパの落第生」 と烙 印を押 され てい たイタリア経済が,
1970年代 の半ば以降 「戦後 第二 の奇跡」 とまでいわれ るほ どに発展 を遂 げた。
その最大の要因はイ タリア中北部 のエ ミリア ・ロマーニ ャ州や ト.スカーナ州,
ヴェネ ト州 を中心 に集積す る中小企業群が生産か ら流通,販 売 にい たる多様で
柔軟な ネッ トワー クを形成 し 「競争 と協 調」 しなが ら専 門化す る とともに旺盛
な製品開発 やイ ノベー ションをお こな った ことに よ り,そ れぞれ の地域経済が
発展 したか らで ある。
こうした 動向 に最初 に注 目 したの はA.バ ニ ャス コBagnasco,A.であ る。
か れは.イタリアの地域経済 について,従 来の二.重構造 的把握一.一先進工業地帯
としての北部 イ タリアと経 済的後進 地域 としての南部.イタリアとい う認識の限
界性 を指摘 し,イ タ リア中北部におけ る 「共生的 中小企業群」 によ り自律的発
展 を遂 げつつあ る地域 を 「サー ド ・.イタリア」 〔laTerzaItalia)と名づ けたD。
一方,1980年代 以降世 界的 に大企 業 による大量生 産方式,い わゆ る フォー
デ ィズ ムが 行 き詰 ま りをみせ るなか で,こ の 「サー ド・イタ リア」現 象 は
ピ オー レPiore,M.J,,セーブ ルSabel,C.F.やレギュ ラシオ ン学派 の人た ち
な どによって,ポ ス ト・フォーデ ィズムのモ デルの ひとつに位 置づけ られたた




た とえば ピ ォー レとセーブ ルは,『第二の産業分水嶺』(TheSecondlndust-
rialDivide)のなかで,「サー ド ・イタ リア」 に典型 的にみ られ る産業 集積 を
基盤 と.した濃密 な 「産業 コ ミュニテ ィ」の形成 によるフ レキシブルな生産 シス
テムをflexiblespecialization(柔軟 な専 門化)と 定式 化 した。そ して,そ れは
「第一次 の産業分水嶺の時点で片隅へ とおいや られ た クラフ ト的形態 の復 元」
であ り,か か るフ レキシブルな生産 システ ムこそが 大企業 による大量生産 シス
テムを 「超克一 し,経 済社会の安定的な成長 と発展 を可能 にす る と主張 した%
しか しピォー レ,セ ー ブルたち は,.伊丹敬之 らが指摘す る とお り,そ の 「中
心 的な企 図はあ くまで もアメ リカにお ける大量 生産体制 を批判す るこ とにあ っ
た」 ため,「産業集 積固有の メカニズムの解 明 とい う点で は,不 十 分性 を残 す
.こととなった」3}。す なわ ちそれ は,「なぜ集積 してい ることに意味があるのか。
どの ような論理で集積 の メ リットは生 まれ てい るのか」「なぜ,あ るい はどの
よ うな条件 の下 なら,集 積 は継続す るのか」"とい う諸課題 の解 明である。
そ こで,以.ドの小論で は,な にゆ えにイタリア中北 部でかか る共生 的な中小
企 業群 に よるflexiblespecializationを基盤 と した 「産業 コ ミュニ テ ィ」が 形
成されたのか,あ るいはそのことを則'能とした地域 的条件 とはい ったい何か と
い った 点 につ いて,「サー ド ・イ タ リナ」 の中心 地で あ るエ ミ リア ・ロマー
ニ ャ州を対 象に,と りわ け自治体 レベ ルにお ける地域 産業政策 をつ うじて,そ
の特徴 点を検討す る もので ある。
2.イタリアの先駆的経験一一 分権化された産業行政
ところで,上 記 の とお り 「サ ー ド・イタリア」現象 は,1980年代以 降顕在化
した情 報技術や市場 ニーズ、.さらには資源や地球環境 をめ ぐる諸 変化 に対 し,
大企業による大量生 産システム(=フ ォーデ ィズム)が 世.界的に行 き詰 ま りを
2)Pi,,andS己be1(eds.)[1984]参 照U
3)橘1「1〔1998]3D5ぺ 冒..ジロ
1)供 用..[199813ペ ー ジ 。
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みせ るなかで,そ のオール タナテ ィブな生産 システムとして,わ が国において
も単 に中小企業や地域経済研究 の専 門家 のみ ならず官庁エ コノ ミス トたちに も
注 目され るところ となる。
た とえば 『平成8年 版 中小企業 白書』 において は,「我が 国 中小企業が,現
在の構造変化 の波 を乗 り越 えて発展 してい くた めの方向 を検討 す るLで,儲
.外国の教訓』」 と して,ア メ リカの シ リコ ンバ レー とともに 「サー ド・イ タリ
ア」 を とりあげてい る。そ して両 地域 の事例 は,「① 自らマーヶテ ィングカ,
製品 開発力 を持 つ点,② 集積 内の異 な る専 門技 術力 を持 つ企業 同士 が柔軟 な
ネ ッ トワー クを形成するこ とによろて様 々な製品 開発 ニー ズに対応 している点
が我が国の中小企業に とって参考 になる」 と結論づ けてい る9。
また 「平成9年 版 中小企業 白書』 において は,「製造 業集 積 の苗床機 能」 の
事例 と して,「サー ド・イ タリア」の中心地で あるボ ローニ ャにお ける包装機
械産業を と りあげ,な かで も地域独 自の新規創業環境 に着 目し紹介 してい る6:1。
そ して,ひ きつづ き 「平 成10年版 中小 企業 白書』 においては,「内外 の中小
企業 と中小企業政策の変遷 」 と題 して,ま ずわが 国における戦後の中小 企業 政
策の展開過程を概 括的にふ り返 った うえで,欧 米 の中小企業政策 について も概
観す るなかで イタリア問題 をふ たたび論 じている。そ の概要の一覧が第1表 で
あ る。
ここに端的に示されている とお り,欧 米の中小企業政策のなかで もあ きらか
に違 う点 を指 し示 しているのが ドイツ とイタ リアであ る。 なかで もイタリアに
ついて.は,次の とお り紹介 している。.
「イタリアの中小企 業政 策は,従 来,国 レベ ルよ り各州 とその下の市 町
村や各地域の商..r:会議所,産 業連盟等 の果たす役割が大 き く,北 部 ・中部
においては従来よ り自治体等 は人材育成.支援,技 術研究開発支援,情 報提




第1表 欧 米 主 要 国 にお け る.中小企 業 と中小 企 業 政 策
企業数 従業者数 売 上 高 主 な 政 策 等
米 国 中小企業 99.7 53 51 軽減税率,研 究開発,創 業
(1992)大 企 業 0.3 47 49 診断 ・指導,政 府調 達等
〔1996)GDP
英 国 中小企業 99.8 59 56.3 軽減税率,研究開発
〔1996) 大 企 業 02 4王 46.7 診断 ・指導等
(1989)
ド イ ツ 中小企業 99.6 57 50 研究開発,創業,診断 ・指導
〔1995) 大 企 業 O.4 43 50 政府調達,人材育成等
口994)500人未満 (各州でも実施)
フ ラ ンス 中小企業 99.8 66 62. 軽減税率,研究開発,創業
〔1996) 大 企 業 0.2 34 38 政府調達,人材育成等
(1994)500人未 満
イ タ リア 中小企業 99.9 80 76.2 研究開発,人材育成
〔1996) 大 企 業 0.1 20 23.呂 産業集積支援等
〔1991)500人未 満 伯治体等の役割大)
EU 中小企業 99.8 66
一
研究開発,創業等
〔1996> 大 企 業1 0.2 34
日 本 中小企業. 99.1 78 51.3 軽減税 率,研 究開発,創 業






に もかかわ らず,中 小企業庁 と しては,「中小企業対 策を含め産業政策 に関
す る基本的権 限は政府 の専 管.事項」 との認識 にあ るがゆえか,こ の イタリアに
油 ける 「自治体主 導」 とい う違 いについては,い っさい コメン トしていない。
そればか りか,欧 米各 国 とわが 同の中小企業政策の関係については もちろんの
こと,中 小.企業の置かれ た状況 あるい は中小企業問題に対する認識等について






こうした認識がわが国の中小企業政策担当者 レベ ルでいぜん支 配的な とき,
イタ リアの経験 につ いて,な ぜそ うした 自治体 主導 によ る政策展 開が 口∫能 に.
なったのか,.その ことが分 目のわが 国におい て何が参.考になるのか とい う視点
か ら検討す ることは,か か る 「誤解」 を払拭す る うえか ら も,ま た地域の多様
な発展 を展望す るうえで産業行 政の大半 を地 方へ権限委譲す ることが不可欠 と
.の認識 を新た にす る点か らも,と りわけ積極 的な意味 を もつ ものであろ う。
そ こで まず,戦 後 イタリアにおけ る中小企業政策 に関す る制度 ヒの概略か ら.
み ることとしよう。
イタ リアで は,戦 後の民主化 お よび近代化 の一環 として共和 国憲法の なか に
小企業 ない し職人業の保護 を規定 し,そ の保 護 ・育成策 を具体 的にすすめ る主
体 と して は.[970年代 半ば までは商工省 管轄.ドのENAPI(EnteNazionaleper
I'ArtigianatoelePiccoleIndustrie:職人業 ・111小企業公 社)で あ った。 それ
が1975年の 「州確立 ・分権化法」(第382号法)お よび1977年の 「権 限委譲令」
(第616号政令)が 施行 され たことにともない解体 され,都 市計画や地域計画 な
ど地域 アメニテ ィを高め る行政権限 と ともに産業行政 の大部分 は州(regione=
レジ牙一ネ)お よび基礎 自治体(comune:コムーネ)に 移管 された。
ちなみにその対象 と しての中小企業 は,1991年に施 行された 「中小企業保護
法」(2317号法〉 による と,工 業部 門 は従業 員200人以下,商 業 部門お よび先
端三次産業を含むサー ビス業部 門は従業員75人以下の企 業であ る。 これ 以外 に
も職人業については,「職人業(手 ⊥業)基 本法」(第443号法)に よ り,① 大
量生産 をお こなわ ない企業の場合 は上 限が 見習い を含 め22人以下,② 大量生
産 をお こな う企業 の場 合 は見習い を含 め12.人以下,③ 芸 術的,伝 統的加工部
門お よび オー ダー ・メイ ド服部 門は見習い を含め40人以下,な どの職人企業 は
特別 に保護されるよ う法制化 され ている6〕。
8)な お,イ タリアの中小企業 の範 囲は根拠法に よってその対象が異な っている。ちなみに,統 計
上で はEL定 義 にならって製造業 は従 業員250人以下,サ ー ビス業は従業.員95人以下 を中小企業
とし.ている 〔:巾小企 業庁編[1998]290ページ)。
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H「 エ ミリア ン ・モデル」
1「エ ミリァン ・モデル」とは...
「サー ド・イ タリア」現象 はイタリア中北部 のエ ミリア ・ロマーニ ャ州や ト
ス カーナ州,ヴ ェネ ト州,マ ルケ州な どが舞 台で あ る。 その中心地 のひ とつで
あ るエ ミリア ・ロマーニ ャ州で は,先 の州確 立 ・分権 化法 および権 限委譲令
が施行 されたの を契 機 に,「産業振 興 の基 礎 は公共 サー ビスであ る」(エ ミリ
ア ・ロマ一 二ャ州 産業局長狸 との基本的立場 か ら,産 業 行政 につ いて州 と基
礎 自治体 および業者 団体等 との問の役割分担 を明確 に しなが ら具体化 をすす め
た。
まず,そ れは州 と基礎 自治体の関係 について,州 は地域産業政策 のスキー ム
や フレーム ワー ク等 につ いて はもちろんの こと,輸 出を うながす ための欧州随一..
一といわれ る国際見本市会場 をは じめ産業 インフラの整備 ,若 者 に対す る創業
.支援1[,1,環境 を守るための公害対策な どに関 して基本的 な責任 を もって いる。
これに対 し基礎 自治体 として のコムー ネは,労 働 者の技能訓練や技術教育,女
性 の社 会進 出を うながす ための保育所 をは じめ とした社会福祉 サー ビス,そ れ
に都市 景観 やアメニテ ィを守 るための都 市計 画等 を担 うとい うよ うに,各 級行
政機関の守備範 囲を明確 に した。
そ して,「産 業地区」(industrialdistrict)および個別企業 に対 す るサー ビス
の基本は業者団体等 が担 うとし,具 体的 にその圧倒 的部分 を提供 しているのが
全国職 人連合会 エ ミリア ・ロマーニ ャ州本部(CNA=ConfedcrazioneNation.
aledell'ArtigianatoRegionaleEmiliaRomagna)であ る。
9)我 々は,こ れ まで二度(1987x{10月と1994年ll月)のイ タリア地域経 済調査 をおこなってい る。
この局長のイ ンタビューは,第 一回 目の調査 時の ことである。なおその詳細 は,イ タリア地域経
済研 究会編[1989]を参照巾
10)イ タリアで は独立起業が重視 され る社会経 済環境 があ り,と りわ け若 者に対す る創 業支援 〔29
歳 以下の青年が60%以上 を占め る組織 を対象 に融資等がお こなわ れる)は 失業対策上か らも重視
してい る。その結果,「若者 のなかで優秀な人材 は,大 企業 よ りもむ しろ中堅 ・中小企業をめ ざ
す 」のが最近 の一般的傾向 といわれている。
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CNAは ユ945年に組織 され,1994年現在,州 内の約.140,000社の中小 ・職 人
企業 の うち約86,000社を組 織 し,2,400人を超 えるス タ ッフが,226の地域 オ
フ ィス と11のセク ター別連合 をパソコ ンで ネ ッ トワー キングし,次 の ような多
様なサー ビスをお こなっている。
① メ ンバー企業 の財務会計処理 および労働賃金台帳 の引 き受 けや給与計算
な ど経理 の管理,② 所得税 付加価値税 の申告な ど税務処理サー ビス,③ 資
金繰 りのための信用供与 と建物や機械 などへの融資相談,と い う一般 的なサ ー
ビスに加え,④ 企業拡 張の ため の⊥地 の共同購 入や工場 を共 同建築す る際 の
コーデ ィネー ト,⑤ 労働組 合 との交渉 の代行,⑥ 製品輸 出のための品質証 明
や.見本市等へ の参加 コス トの引 き トげ交渉,⑦ 産業廃棄物の処理や技術 開.発,
新技術導 入につい てのサ ポー ト(大 学や各種研 究機 関等 との提携 関係 の斡旋)
な どをお こな ってい る。 さらに,⑧ 原材料 の購.入を よ り安価で仕人 れ るため
の 「購入 同盟」,⑨ 銀行融資を受け る際 相互 に保証 しあ った り,よ り低い金
利で融資 を受 けるため に銀行 と交渉す るための 「信用 同盟」,⑩ 大企業 に伍 し
て規模の経済 を実現す るための 「販 売同盟」 な ど,必 要 に応 じて 中小 企業 ・職
人企業 を組織 してい る。
またエ ミリア ・ロマーニ ャ州 の産業行政 の独創性 を象徴す るのが,情 報 サー
ビス等 に関す る対応 である。 とくに産業地区 の企 業は従 業員20人未満の小 規模
企業が中心であ るため,絶 えず技術 開発等 をめ ぐる大企業 との競 争だけでな く,
低賃金諸国 との競 争にさ らされ ている。 そこで,今 後 とも産業地区の企業 が競
争優位 を確保 するためには,「か れ らが真 に必要 としているサー ビス」 にこた
え る必要があ るとの基本認識 の もとに,そ れ は一般 的な金融 ・融資 サー ビスで.
.はな く技術 開発等 に関連 した情報提供 などであ ると判断 してい るDな かで も,
「情 報は公共則.としての性格 を もつ」ため,企 業間において 「情報格差 をつ く
らない」 ことが とりわ け重要 との考 えか ら,第 三セ クター組織で産業地区 の指
定 とそ の振 興 プ ラ ンの 策定 を担 うERVET(Enq.eRegionale1)erlaValoriz・
zaioneEconomicadelTerritorio=地域 経 済活 性化公社)を その 中核機 関 と し
:馨.
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て改組 し,地 域密着型サ ー ビスを木 目細か くお こな ってい る」%
このERVETの すす めるサ ービスを 「リアル ・サー ビス」(servizireali)と
呼び,技 術 開発や市場 開拓 にかかわ る情報の収集 と提供お よびそれに関連 する
調査研 究,原 材料や部 品などの品質チ ェ ック,製 品の品質管理を改善す る実験
室の提 供,広 報誌や年報 をつ.うじての専門技術の開発や品質改善な どの成功事
例の紹介 と普及,さ らには輸 出にかかわ る外国の技 術標 準や入札 制度の翻 訳 と
紹介な どをお こなっている。1司時 に特筆すべ きは,こ の機関の職員は約30人で
あ るが,そ の3分 の2は20-30歳代 の女性で,し か もその多 くが大学院等 で法
律,経 済,国 際関係 など特別 の訓練 をうけた専 門家であ り,こ の ことが質の高
いサー ビス.の提供 を[f能に している,
また これ 以外 に もERVET傘.ドには,技 術開発や 品質向上等 をすす める専
門 機 関 と してASTERIAgenziapertoSviluppoTeenologicodell'Emilia-
Romagnal技術 開.発機構)を は じめ,フ ァ ッシ ョン,機 械,セ ラ ミック ・建
設の各部門 ごとに技術 開発 ・情報 セ ンターを設置 し,.企業の デー タベースを整
備 しなが ら,.各地 域 ない し業種 ご とへ の特 定 の支援 サー ビス を可 能 とす る
ERVFTシ ステムを構築 している%
さらに,同 じく第三セ クター組織 として,人 材養成のための.専門的職業訓練
や 国際協 力 による 市場 開拓等 で 「大 きな成 果 を収 めてい る」機 関 に,IFOA
(lstitut。Fomazi叩eOperat。riAziendali=企業職業訓練機構〉があ る13,。
以上 にみ られ るとお り,エ ミリア ・ロマーニ ャ州 は産業行政の分権化 を契機
に,地 域の実態に即 し.て地域密着型 の産業振興策 を創造的 に発展 させ る一方,
そ の実施主体 として官民 お よび業者 団体等NPO(Non・ProfitOrganizations)
の役割分担 を明確に し,か つその相互 関係 を有機 的にはか りなが らすすめた。
こ うした先駆 的実 践 を,S.プ ルス コBrusco,S.は「エ ミ1,アン ・モデル」 と
1Dリ ア ル ・サ ー ビス に つ い て は,Bruscd.1992]を参 照e
.12)ERVETシ ス テ ム につ い て は さ しあ た り,CuりkcaIldM叫;anl1994】を 参照,
13)IFOAに つ い て は,三 井[1995]147-150ページ,を 参 照。
「サ ー ド ・イ タ リア 」 と地 域 産 業 政 策 i:65)65
定 式 化 し た1凸}。
2「 エミリアン ・モデル」の実相
1970年代 後半 以降,エ ミリア ・ロ々 一ニ ャ州 は産業行 政が州 に権 限委譲 され
たのを契機に地域密 着型 の産業振興策 を旺盛 にすすめた結果,今 日ではイ タリ
アの なかで もっとも経済的優位性 を もつ地域 のひとつ となってい るg
た とえば就業率 と失業率でみる と,エ ミリァ ・ロマーニャ州 はイタリアで就
業率が もっ とも高 く,そ れ も州.発足当初の19カ年 には全 国平均38.9%に対 しエ
ミリア ・ロマーニ ャ州 は44.8%であ ったが,1992年には全国平均37..6%に対 し
44,5%で約7ポ イ ン トも高い。なかで も女性 の就業 率は34.5%で,イタリア全
体(25.6%)と比べ約10ポイン トも高 くな ってい る。逆 に失 業率は1977年 に
は全国平均7.1%に対 しエ ミリア ・ロマ一二 ャ州 は5.2%であ ったが,1992年に
は全 国平 均が11.5%に上昇 したのに対 し,エ ミリア ・・r1マーニ ャ少護は5.1%と
全 国水準 の2分 の1以 下に とどま っているL5,。
また第2表 は,EC諸 国 と..一人当た りのGDPを 比較 した ものであ るが,エ
ミリア ・ロマーニ ャ州は ミラノなどがあ るロ ンバ ルデ ィア州 とともに,ECの
なかで も有数の経 済力 を もった地域であ ることがたち どころに判 明す る1%
とはいえ,エ ミリア ・ロマ一二 ャ州 も一色で はな く,州 内には多様 な業種あ
るい は製品別 に中小1職 人企業が地域 学位で集積 し,し か もその歴史的社.会的.
形歳要因 の違い に対応 して多様 で個性 的な産業地 区を形成 してい る。た とえば,
わ れわれが 調査 を した カル ビ(.Caエpl)とサ ッス ォ一 口(Sassuolo)では,そ
の集積構造が大 き く異 なってい る1㌔




17)筆 者 に よ る 第 一=回目 口四4年,の 調 査 の こ とで,メ ン バ ー は重 森 曉 〔大 阪 経 済大 学 教授),成
瀬 龍 夫(滋 賀 大 学教 授),鹿 倉 真 理f(ボ ロー ニ ャ大学,兼 通 訳),そ れ に筆 者 の4人 で あ る 。
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第2表EC諸 国 の 一 人 当 た りのGDP比 較
国 ・地 域 1980年 　1990年
12力国平均 100 100
ベ ル .ギ ー
デ ン マ ー ク
ド イ ツ
バ ー デ ン ・ビ ュル テ ンブ ル ク
バ イ エ ル ン
ギ リ シ ャ
ス ペ イ ン
フ ラ ン ス
東 部(ア ルザ ス,ロ レー ヌ,.フラ ン シ ュ コ ンテ)
巾東 部 〔ロ.一ヌ ・アル プ,オ ー ヴ ェ ル ニ ュー 〉
ア イ ル ラ ン ド
イ タ リ ア
北 西 部(ピ エ モ ンテ,ヴ ァ ッ レ ・ダ オ ス タ,リ グー リ ァ)
ロ ンバ ルデ ィ ア
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地 内で社会 的分業 にもとつ く広範 なネ ットワーク構造が形成されてい る。具体
的 には,ア パ レル企業2,068社と生産設備 は もたず に商品の企画 ・販売 を担 当
す る親企業(finalfirm>504社が集積 してい る1s}。ちなみ に産地全 体の雇用 者
総数 は約ユ3,⑪00人で,1社 当た りの従業員規模 は平均5人 であ る。 この ことか
らも小規模企業が多い ことがわか る。そ して企画やデザ イン,材 料 の調達等 は
親企業が担い,型 ど り,縫 製,裁 断 ボタ ン付 け,ト リ ミング と仕 上げ等 の各
18)企業数については,「日本経済新聞11996年8月5日付で補止した。
「サード・イタリア」と地域産業政策(67)67
生産工程 ご とにそれぞれの下請企 業が担 うとい うよ うに,各 企業 レベ ルでの専
門特 化がすす む一方,工 程 間分業 にもとづ き企業 間の柔軟でか?濃 密 な多段階
での ネッ トワー ク的結合が形成 されてい る。
ただ し,こ の親企 業 と下請企業 の関係 は上下関係 で はな く,あ くまで も対等
のパ ー トナー としての関係 であ る。 しか も製 品の性格上,季 節的変化や景気変
動 による仕事量の増減が激 しいため,労 働力調整 をは じめ経営 の柔軟性 をつね
に確保す る意味か らも経営規模 を拡大す るのではな く,企 業 間の協力.共 同関
係 をよ り重視 している。 同時 にその関係 はフレキ シブ ルに変.化す る。た とえば
経営状態によ っては親企業 とF請 企業の関係が交替す ることさえ,さ ほ ど珍 し
い ことで はない。 この結果,産 地 内には 「驚 くべ き多様 な生 産的結合」191炉存
在す るようになった。
これに対 し,サ ッス ォ一 口にはセ ラ ミックタイルを生 産す る企業が220社集
積 し,そ の雇用者総数 は約21,000人で,1社 当た りの従業員規模 は95人強 と産
業地区のなか では相対 的に企業規模が大 きいのが特徴 のひ とつである。またセ
ラ.ミックタイルの生産額で は イタリア全体の約8割 の シェアを占めてい る。 こ
うした 同業種の企 業集積がすす んだ最大 の要 因は,こ の地 の土質が タイルの原
材料 に適 していたか らで,い わゆ る原料地立地で ある。 しか し,各 工場 は素焼
きか ら完成 品まで一貫生産す る企業が多いため,製 品のデサ インや機能別,あ
るいは一般 家庭用 の汎用 品か ら芸術的工芸品 にいた る多様 な製 品群 を開発 し,
差別化す ることに よってそれ ぞれが棲み分 けを してい る。
さらに産業地区 としての競?1・優位 を将来 にわた って持続 させ るために,地 区
内にモデナ大学 とセ ラ ミック情報 セ ンター(CentoCeramico),.セラ ミックタ
イル生産協 会(Assopiastrelle),それ に州や県,市 な どの各級行 政機 関が協 力
し,モ デナ大学化学科 を核 にセラ ミック専門の工学 系大 学を設立す るな ど,技
術開発や製品開発 とあわせ て人材育成 にも産業地区全体 で とりくんで いる。
この ように産業地区ご とでそのな りたちは一様で はな く,歴 史的,社 会 的な
19)B皿sco「1992].
第3表 産業地区の1984年から1993年の問の発展状況
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦. ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫
Textile!Garment(Carpi)十 十 十十 一 一 三 十 十 十 一 　 十 十 一
Shocindustry(Fusignano)軍 十 耳 == = = = = 軍; 一 一
Shoeindustry
(SanMauroPascoli)
十 十十 = =; 十 = 十 十 軍 十 一
Motor-cycles(Bologna)三 十十 一 一 十旨 十 二 十十 . = 謳 十 十 一
Ceramic(Modena・Re) 十 十 十 一 十 十 十.十 十 十十 十十 十 十 十 十 十 十 十 一
Packagingmachines
(Bologna)
= 十 十十 一. 十 = 十 十 = = 十 十 十 十 一
FarmMac=hinerv炉
(Modena・Re)
= 十 = 十 = 十 十 = = = 十 十 一
Biomedical(Mirandola)十 十 十 =十 十 十 冒 十 十十 十 十 十 十 十 ; =
Wood・processingmachines
(Rimini)
十 十 十 一= 十 十 十 = 十 十 十 十 十=
Wood・processing皿achines
(Carpi)
}- } 葺 ; 十 = 三.= 十 = 一
Paddedfurniture(Forli)= 十 = = 菖 = = = 冨 ; = ;
Machine・tools(Piacenza)一 十 十 　 二 十 十 十 耳 十 十 十 十 一











形成要因 の違い にあわせ て,そ れ ぞれが固有の産業地区 を形成 してい る。
ちなみ に,第3表 はM,フ ランキFranchi,Mがエ ミリア ・ロマーニ ャ州内
の13の産業地 区について,1984年か ら93年の間における雇用 の増大,賃 金水準,
技術 革新,国 際化等12項目にわた る各指標 を一覧 にまとめ た もので ある2%こ
れか らも一 目瞭然 のご とく,た とえばモ デナ県(サ ッス ォーロ)の セラ ミック
タイル産地の場合は差別化,企 業集 中,労 働 コス ト,技 術革新 な どユ0項目が プ
ラスを示 し,パ ルマ(Parma)の食 品加L産 地 の場 合は企業集 中,国 際化.輸
出性 向,雇 用 など9項 目が プラスを示 してい る。逆 にプラス指標 が半 分に も満
たない地 区は靴製造 産地(Fusignano),木製家具 産地(Forli)など4ヵ 所 に
.す ぎず,マ イナス指標が過半数 を超 える産地は1ヵ 所 もない。ただ し,多 くの
産業 地区で共通 してマイナスを示す もの に新 規創 業問題が ある2%
このよ うにエ ミリア ・.ロマー ニャ州内の各産業地区は,そ の形成要 因等の違
いに もかかわ らず総 じて発展 してい る。
III二重の 「フレキ シブルな トライアングル」
1「産業地区」
それで は,な ぜエ ミリア ・ロマーニ ャ州 の産業地 区はか くも発展す るのか.
とい う点があ らためて問題 とな るが,そ のまえに産業地 区の概念 について少 し
整理 してお くこととしよう。
「産業地区」 とい う概念 を最初 に提起 したのはA,マ ー シ ャルMarshall,A.
であ る、
周知 の とお り,マ ー シャル.は『経済学原理』 のなかで,「地域 に集積 した 産
業」 を地域時 化産業 として位置づ ける とともに,そ れ によって もた らされる経






候 や土地,原 材料 の存在 に加 え,社 会的要因 宮廷 の庇護や支 配者 による計
画的な誘導 を指摘 してい る。その うえで小 企業が地域 的に集積す るこ との具体
的 メリ ッ トと しては,① 機械 生 産工程,事 業経営 にお け る 「発 明や改 良」
が地域の共通資産(コ モ ン ・ス トック)と なる.② 近隣に補助産業が 発達 す
る,③ 同種 の生産物 の拡大 によ り分業構造 の深 化 と高度 に特化 した機 械の利
用 が可能 とな る,④ 技 能に対す る持続 的な市 場を提供す る,な どをあげてい
る22㌧
そ して,マ ー シャルは こうした考 えを 「産業 と商業』で はい っそ う発 展 させ,
小企業 の集積す る地域を 「産業地区」 と定義す る ととも.に,産業地区 において
醸成 され る特有の 「産業 的雰 囲気」(lndustrialAtmosphere)が果たす役割 を,
新 たな外部経済の ひとつに加 えたので あると㌔
このマー シャルの概念 を現代 的に蘇生 し,イ タリア中北部の 「共生的小企業
群」 には じめて適用 した のはG.ベ カ ッテ ィーニ ィBccattini,G.であ る。か れ
は産業地区 を次 の とお り定義す る。
「マー シャル型産業地 区(MID:MarshallianIndustrialDistrict)とは,ひ
とつの 自然的 ・歴史的に形成 され た社会的 ・地域的単位 であ り,そ れは企業集
団 とコ ミュニテ ィのい きい きした活動 によって特徴づ け られ る」 とし,そ うし.
た もとで形成され た企業 間のフ レキシブルでかつ濃密 な ネ ットワー ク的結合が
地区内では内部経 済 として機能 し,そ れが技 術革新や 国際競争力 の形成 に,ひ
いては産業 地区全体 の発展 に結 びついてい ると しだ%
こうした...・連 の議論 を踏 まえ,重 森曉は産業地区の特徴 を,以 下 の とお り.整
理 する。
すなわち産業地区 とは,
① 特定 の業種 の中小企 業が特定の地域 に集積立地 し,顧 客 の多様 な需要 に




柔軟 に対応 しなが ら,高 度 に専門化 された生産をお こなっている。
② 市場 との対応や企画 お よび生産工程の コ ン トロールを うけ もつ親企業群
(finalfirm>を中心 に,生 産工程 の各段 階 を担 当す る下請企業群,お よび
運輸 ・金融 ・流通 などを担 当す る関連企業が,緊 密 なネ ッ トワー クを形成
してい る。
③ 産業地区内部 においては,技 術革新や製品開発をめ ぐるきび しい企業 間.
競争がみ られ るが,同 時 に,産 業 地区を維持 ・発展 させ るための永続 的か
つ民 主的な企業 間の共 同と連帯があ る。
④ 経済活動 の単位 としての産業地区 と,住 民生活の単位 としての地域 とが
渾然一体 とな り,.文化的 ・社 会的 ・政治的 な個性 と自治をつ くりだ してい
る,と 特徴づ けてい る2%
重森 も指摘す るよ うに,イ タ リアの産業地区は基本 的にはわが国の地場産業
地域 と類似 し.てい るが,逆 にあ きらか な違い として確認 で きるのが,上 記 の③
と④であ り,じ つは これ らの内容が 「サー ド・イタ リア」現象の源泉 にほか な
らない。 また この こ とを典 型 的に体現 してい るのが,ブ ルスコが 「エ ミリア
ン ・モデル」 と定式化 した地,エ ミリア ・ロマ一二 ャ州 なのであ る。
2「競争と協調」関係
次 に,産 業地 区発 展 の源泉 と位 置づ け られ る,一 見 相矛盾す る 「競争 と協
調」関係 とはい 。た い どのよ うな ものカ㍉ それが と りわ けエ ミリア'ロ マ一
二 ャ州で成立する条件 につ いて,ブ ルスコの見解を中心にいま一度確認す るこ
とと.しよう鋤。
第一一に競争関係の直接的要因について。.
市場 における競.争は価格競争 と品質競 争に二分 され るが,産 業地区の企業群
は一..一般的 には品質をめ ぐる競争 を重視す る傾向が強い。た とえば市場 に直接対




応 ず る親企業(finalfirm)は,「価格,配 達 時間,ア フターサ ー ビス,商 品の
品質,さ らにはデザ インな どをめ ぐって激 しい競争 を展開す る」が,そ れがバ
イヤー との関係 においては 「価格 の透明性.を保証」す ることにな ってい る。同
時 に,そ れが公正な取 引関係 のイメー ジを定着 させ ることに役立つ一方,製 品
の品質向 ヒにもつ なが っている。 またその前提 には競争をめ ぐる公 正なルール
の存在 とあわせ て27',個別企業 レベ ルにおける 「個人的成功へ の渇望」 の広範
な存在 や,「企 業 の創 業 と廃業 の高 い比 率」 に示 され る参 入 と淘 汰 の ダイナ
ミック.な展 開が,産 業地区 にお ける競争関係をい っそ う高 める ことになってい
る。
第二 に協調 関係が必然化す る要因について。
他方,前 述 の 「驚 くべ き多様 な生産的結合」 に加 え,産 業地区 は零細業者が
多いため,市 場で得に くい機械 や原材料 をお互 いに融通 しあうことが 日常化 し
てい る。 また と くに重要な注文 を受注 した場合,短 時 間で の仕上げや配達が求
め られ る場合,あ るいは各企 業が自身の生産能力 を超 えた注文 を受注 した場 合
など協力,共 同する。ただ し,こ うした企業 間における多様な協力,共 同関係
の多 くを調整す るのがCNAで あ る。た とえば,CNAの 組織率が約40%とい
うモ デナ(Modena)の調査 では,「220企業の うち30%の企業 ゐミ同一 セク ター
内で協 力,協 調 関係 にある」 との結果がでてい る。
要す るに,個 別企業 レベ ルのflexib且especialization.(柔軟 な専門化)を 基盤
とした強固で 多様 なネ ッ トワー ク的結合,す なわち 「産業 コミュニテ ィ」 の発
展 は,そ の底流に歴史的 に形成 された濃密 な.人間関係 と,「社 会主義 と労働 が
結婚 した」(エ ミリア ・ロマ一二 ャ州産業局長)四 と評 され るコーポラテ ィブ運
動等 による深 い信頼関係が存在 したか らである。
いいか えれば対市場 との関係 において,..一般 的 に産業地区で は賃金等の直接
27)た とえば 「産業地区」では,商 取 引で抜 け駆 け などを した企業 に対 しては二度 とその地で の営
業は許 さない とする厳 しいペナルテ ィ等 もルール化 されている(Bruドco[呈992])。
28)筆者の第一回目(7987年)のイタ リア地域経済調査に よる。
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的 コス トの低減 をめ ざすので はな く,facetofaceにも とつ く強 固 な信 頼 関
係 と近接性 をベ ースに,取 引費用や輸 送 コス ト等 間接 コス トの低減 をめざす
構 造,い わゆ る外部性 を内部化 す る関係 と して 「競 争的協調 」が存在 す るの
であ る。
第三に,そ の社会 的政治的要因 について。
そ して,そ の結果 出現 した 「生産組織 と しての産業 地区 と,家 族 の集.合体 と
しての政治 的社 会的地域の一..・体化」謝,す なわちK,ポ ラソニーPolanyi,K.の
い う 「経 済 シス テムが 社会 的諸 関係 の なか に 『埋 め込 まれ た』embedded関
係 」を5。},とくに 自治体 機能 とのかかわ りでみ ると,エ ミリア ・ロマー ニ ャ州
の首都 であ るボローニ ャ市 の場合 は,次 の とお りであ る。
すなわち,① 「職 人業 の仕事 は水 の ようなもので,そ れ を どう広 げてい くか
が 自治体の役割」(ボ ロー ニ ャ市通商 産業局長〉 との認識 を もとに広範 な専 門
家 を組織 し,さ しず め 「オーケス トラの指揮者 の如 く」(同前〉 すすめ る産業
行 政 に加 え陀 ② 産 業 イ ン フラ と して の街づ く りに とど ま らず,「 ボ ロー
ニ ャ」.方式 といわれ る歴 史的景観 を維持,発 展 させ る都市計 画靴 ③ 地域 コ
ミ.ユニテ ィを確立 させ るために地 区住民評議会の設立に よる行 政へ の住民参加
システ ムや,女 性 の社会進 出を保障す る保育所 をは じめ手厚 い社.会福祉政策 な
ど人権保 障制度 の確立,と い う三位一体的 な制度改革が同時進行 した。
こうした 自治体 レベルの改革 は,「赤 いベ ル ト地帯」 といわれた長年 にわ た
る革新 的 ・分権 的政 治環境 の もとで培われた伝統的 な 「家族主義」 や 「仲 間主
義」な どによる政治的風土(associazionismoニア ソチ ア二 才ニスモ),す な.わ










体性一 「政 治的サ ブ カルチ ャー押 と結びつ き,は じめて可能 にな った こと
は論 をまた ない。
要す る に,「競争 と協 調」を基調 とす る 「.エミリアン ・モデル」 とは,産 業
行政 の分権化 を契機 に展開された 自律 的な地域経 済システムの形成過程 におい.
て,そ の実施主体 にかかわ り,組 織 面ない し機能面で官民お よびNPOの 三者.
によ る濃密で フレキシブルな三位一体的構造がつ くられたこ とで ある。 同時 に
こうした背景 には,ボ ロー ニャ市 にみたよ うに産業の振興 も荷づ くりや人権保
障 と住民参.加政策 を一体的 にすすめてい くとい う,換 言 すれば生活圏における
生存権 と社 会権,発 達権 を同時的 に保障す るとい う制度設計 における革新 的,
かつ フレキ シブルな三位.一・体 的関係の構築があ ったか らであ る。
こ うした組織面 と制度面 とい う二 重の側面か ら自治体が触媒 とな り,「フ レ
キシブ ルな トライア ングル」(且exibletriangle)とで も呼べ る関係が広 く地域.
的 に形成 された。そ して,そ れ によ り現出 した地域 的一体性(embeddedness)
によって,.一見 相矛 盾す る 「競争 と協調」 関係 も可能 に した。また,こ の こと
をつ う じて 個別 企業 のflexiblespecializationの深化 と強 固で 多様 な ネ ッ ト
ワーク的結合 をうなが し,そ れが 産業 地区全体 の競争優位 に結実 したのであ る。
IV小 括
これ まで の検討か ら もあ きらかな とお り,エ ミ.リ.ア・ロマ 一二 ャ州 を中心に
「サー ド・イ タリア」現象が可能 にな った条件 としては,第 一 に産業行政の制
度設計 において地域 自治お よび地域 自律 の原則 がつ らぬかれ た こζで ある。す
なわち産業行政 の分権 化に ともない地域 に密 着 した木 目細か な政策展 開が可能
とな った。そ してその ことが契機 とな り,産 業地区 ごとに個別企業 レベルにお
けるflexiblespecializationの深化 と強 固な 「産業 コ ミュニ ティ」 の形 成 を う
なが したか らであ る。
第二 はそ うした政策をす すめる実施主体 にかかわ り,組 織 面ない し機 能面で
33)TrigUia[1990].
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官民 お よびNPOの 三者による濃密で フ レキシブルな三位一体 的構造がつ くら
れた ことである。 いいか えれば地域内 において生産か ら流 通,販 売 にいたる機
動 的で柔軟 な皐 ットワー ク構造,す なわ ち二重の側画か ら 「フ レキシブルな ト
ライアングル」が形成 され た ことで ある。
そ して第三 は,か か る濃密 な社会 的結合 をベー スに地域 に ス トックされ た
「経験知」や 「暗黙知」鋤一 「生活 の知恵」 と しての ノウハ ウが,高 い専 門
性 に裏打 ちされた 自立 支援 システ ムを媒 介に,内 外 との幅広い交流 をとお して
地域 の 「共有知」(マー シ ャルのい う 「知恵の根押 〉 とな り,そ れが地域全体
の活発 なイ ノベ ーシ ョンや製品開発 を可 能 とした。 そ して,こ の過程 をつ う じ
て地銭 の外部性 を内部化す る構造,す なわち集積 メリ ットがい っそ う高 ま り,
地域全体 にいわ ば 「ネ ッ トワークの経済性」 が実現 した ことによる。
以.ヒの とお りま とめ うるイ タリアの先駆的経験 は,わ が 国の産業行政 に関 し
て,『平成8.年版 中小 企業 白書』が のべ てい るよ うに 「日本経 済再建の担い手
と して期待 され る」 「中小 企業 が力 を発 揮 しやす いよ うに 日本経済の構造改革
を進 めてい く」 ために も謝,ま た金子勝 のい う 「生産要素市場 におけるセー フ
テ ィー ネ ッ トの制度 化」37,とい う観 点か らも,制 度設 計のあ り方 を含め抜.本改
革す るうえで重要 な示唆を与え る事例 であろ う。 同時 に大都 市圏,地 方圏 を問
わず 「産 業の空洞化」がすすむ もとで,地 方 自治体 において産業政策 を主導的
におこなうためには,そ の規模 も内容 も 「命 がけの飛躍」炉不可避 となるが,
その点 で 「エ ミリア ン ・モデル」 は十分に参考 にな ることは紛れ もない事実で
あ り,そ の具体化が急がれ るゆ えんであろ う。
Bagnasco,A.[1977]
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